
埼玉県環境産業振興協会青年部会規約 

 

（名 称） 

第１条 部会は、埼玉県環境産業振興協会（ 以下「協会」という。）青年部会  
  （以下「部会」という。）と称し、事務局は協会事務局内に置く。 

 

（目 的）            

第２条 本部会は、部会員相互の緊密な交流を図るとともに産業廃棄物の適正処理及び再

資源化に関する知識・技能を高め、これからの環境産業を担う経営者、幹部職員の

養成を図り、協会の発展に寄与することを目的とする。 

             

（事 業） 

第３条 前条の目的を達成するため、次の事業を行う。 

⑴  産業廃棄物の処理及び再資源化に関する情報収集、技術の開発調査研究 

⑵  部会員の資質向上を図るための講習会、研修会の開催 

⑶  部会員相互の親睦を図るための事業及び他団体との交流会 

⑷  協会の事業活動への協力 

⑸  その他、本部会の目的を達成するために必要な事業 

 

（部会員） 

第４条 部会員は、本部会の事業目的に賛同する者で、次の各号に掲げる者とする。 

⑴  原則正会員の企業で、年齢がおおむね５０歳以下の者であること。 

⑵  企業の経営者、役員及びその企業の経営者から推薦された従業員であること。 

⑶  部員の人数は原則１社２名以内とする。 

    

 

 

（役 員） 

第５条 部会に次の役員を置く。 

 

⑴  部会長   １名       

⑵  副部会長 若干名 

⑶  幹 事  若干名  

⑷  監 事  若干名                    

 

  ２  部会に顧問及び相談役を置くことができる。 

 

（選任方法）  

第６条 部会長、副部会長、幹事、及び監事の役員は、部会の総会において選任し、協会

理事会の承認を得るものとする。                   

 

（任 期） 

第７条 役員の任期は２年とし、再任を妨げない。                 

  ２ 補欠のために選任された役員の任期は、前任者の残存期間とする。 

（職 務） 

第８条 部会長は、青年部会を統括し、部会を代表する。              

  ２ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長の不在のときは、その職務を代理する。 

  ３ 役員は、部会の運営及び業務の執行にあたる。 

  ４ 部会長は、青年部会の決定事項を速やかに協会長に報告するものとする。 

  ５ 部会長は、協会の理事会に出席し、部会についての意見を述べることができる。



（会 議） 

第９条  本部会の会議は、総会、役員会、全体会とする。 

  ２ 総会は、部会長が召集し、議長は部会長が務める。 

  ３ 総会の議決は、出席部会員の過半数をもって決する。可否同数のときは議長がこ

    れを決する。 

  ４ やむを得ない理由のため、総会に出席できない会員は、他の会員を代理人として

    表決を委任することができる。前項の規定については出席したものとみなす。 

  ５ 役員会は、第６条に規定する部会長、副部会長及び幹事、直前部会長、監事、顧

問をもって構成し、部会の運営に関する事項並びに総会に提案する事項について、

協議決定する。 

  ６ 部会の運営上必要がある場合は、役員会の議を経て支部会、委員会を置くことが

    できる。 

 

（事業年度） 

第１０条 本部会の事業年度は、毎年４月１日から翌年３月３１日までとする。 

 

（会 費） 

第１１条 本部会の会費は年額１名につき２万４千円とし、退会者については返金しない

    こととする。 

 

（資格喪失） 

第１２条  部会員が次の各号のいずれかに該当する場合は資格を喪失する。 

   １ 部会員の所属する企業が協会の会員資格を喪失したとき。 

   ２ 部員としてふさわしくない行いがあったとき。 

   ３ １年を経過して会費を滞納した部会員については、青年部会に所属する意志が

     ないものとし、退会したものと見なす。 

（承 認） 

第１３条 この規約に定めるもののほか、部会運営に関し必要な事項は、部会長が事前に

    協会長と協議して承認を受けるものとする。 

 

（規約の変更） 

第１４条 この規約は、総会において出席部会員の過半数の同意を得なければ変更するこ

とができない。 

 

 

附 則 

この規約は、平成７年３月１６日から施行する。 

附 則 

 平成１０年７月２４日改定 

附 則 

 平成１２年７月７日改定 

附 則 

 平成１５年７月４日改定 

附 則 

 平成２５年６月１８日改定 

附 則 

 令和 ２年６月 ５日改定 


